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1.  平成23年3月期第2四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第2四半期 4,870 12.2 226 ― 310 ― 186 ―

22年3月期第2四半期 4,340 △19.5 △15 ― 20 △90.2 5 △96.4

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第2四半期 15.23 ―

22年3月期第2四半期 0.43 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第2四半期 12,465 9,339 74.4 757.82
22年3月期 12,946 9,296 71.4 754.53

（参考） 自己資本   23年3月期第2四半期  9,279百万円 22年3月期  9,240百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 0.00 ― 10.00 10.00

23年3月期 ― 0.00

23年3月期 
（予想）

― 10.00 10.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 10,132 1.1 537 △2.9 667 △1.0 421 △0.2 34.38



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  無  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基
づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了していません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.1「その他」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期2Q 14,450,000株 22年3月期  14,450,000株

② 期末自己株式数 23年3月期2Q  2,204,376株 22年3月期  2,203,436株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期2Q 12,246,027株 22年3月期2Q 12,249,288株
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１．その他の情報 

(1) 当四半期中における重要な子会社の異動 

 該当事項はありません。 

 

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

① 簡便な会計処理 

   該当事項はありません。 

② 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 

   該当事項はありません。 

 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

① 会計処理基準等の改正に伴う変更 

 資産除去債務に関する会計基準の適用 

   第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成

20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 

平成20年３月31日）を適用しております。 

   これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益は53千円、税金等調整前四半期

純利益は26,636千円、それぞれ減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去

債務の変動額は23,494千円であります。 

 

② ①以外の変更 

  （表示方法の変更－四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務

諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 

内閣府令第５号）の適用により、当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純

利益」の科目で表示しております。 
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２．連結経営成績に関する定性的情報 

 当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、好調な新興国経済や住宅エコポイント等の政策効

果等により生産・輸出とも増加して企業収益が改善、記録的な猛暑やエコカー補助金終了前の駆け込み

需要等による押し上げ効果もあり、景気は持ち直しの状況が続いているものの、政策効果一巡・終了に

よる反動減や米中経済の減速が懸念され、急激な円高等もあり、景気の下振れリスクを強く意識する状

況となりました。 

 このような状況下、当社グループにおきましては、主要納入先のうち、鋳物業界は、エコカー補助金

の延長やその終了前の駆け込み需要、好調な新興国経済を背景に自動車生産台数が回復を続けているも

のの、土木建築業界におきましては、住宅購入促進策等の政策効果により住宅着工件数は回復してきて

はいるもののその水準はまだ低く、ペット業界におきましても消費者の低価格志向が続く等、全体とし

て厳しい状況下で推移いたしました。 

 このような背景のもと、当社グループは、好調著しい新興国経済のうち特に東南アジアの需要を取り

込む等により海外売上高の増加を目指すとともに、生産効率の向上や原材料の見直し等コストダウンの

諸施策を進め、売上高および利益の向上に努めてまいりました。 

 以上の結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、主力の鋳物関係を中心としたベントナイト部門の

回復により、売上高が48億70百万円（前年同期比12.2％増）と大幅に増加し、設備投資の抑制やコスト

ダウンの諸施策の他、生産数量の増加による固定費の吸収効果等により、営業利益は２億26百万円（前

年同期は営業損失15百万円）となりました。経常利益につきましては、受取配当金39百万円の他、受託

製造中止に伴う設備負担額の受取補償金32百万円等により、３億10百万円（前年同期は経常利益20百万

円）となり、四半期純利益につきましては、資産除去債務に関する会計基準の適用に伴う過年度分の費

用26百万円を一括で特別損失に計上したこと等により、１億86百万円（前年同期は四半期純利益５百万

円）となりました。 

 なお、セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① ベントナイト事業 

  鋳物関係につきましては、主納入先である自動車業界において、エコカー補助金の延長やその終了

前の駆け込み需要、新興国向けの輸出等により前期後半の好調を維持、建機等についても金融危機か

らいち早く立ち直ったアジア等新興国向けの需要の回復が著しく、大幅な増収となりました。土木建

築関係につきましては、地熱関係の需要を取り込むことができたものの、住宅着工件数が住宅購入促

進策等の政策効果により回復してきてはいるもののその水準はまだ低く、都市土木の低迷も続いてお

り、ほぼ横這いとなりました。ペット関係につきましては、前期に続き、販売企画の拡大に努めてい

るものの、消費者の低価格志向も強く、コスト削減の取り組みを進めましたが、減収となりました。 

  この結果、当セグメントの売上高は35億65百万円、セグメント利益は３億91百万円となりました。 

② アグリ事業 

  主力受託品目である溶出制御剤が前年同期に比べ生産スケジュールの調整により先送りとなったこ

と等により、従来型殺虫剤の受注がほぼ例年並みに推移、水稲用除草剤の受注増や農薬用基剤販売が

堅調に推移したものの、減収となりました。 

  この結果、当セグメントの売上高は６億66百万円、セグメント損失は34百万円となりました。 

③ 化成品事業 

  ファインケミカルのうちクニピアは輸出向けが特に好調に推移、止水材につきましても建築市場全

体は厳しい中、開削トンネル向けに地下防水シートの納入実績が積み上がってきておりますが、競争

が激しくまた大口納入先の定期修理がある等した環境保全処理剤の不振を補うことができず、全体と

しては減収となりました。 

  この結果、当セグメントの売上高は６億27百万円、セグメント利益は57百万円となりました。 

④ 環境事業 

  環境関連プラントの運営受託業務の他は、新たな商材の発掘を中心に取り組みを進めており、前期

にあった研究業務の売上がなかったこと等により、大幅な減収となりました。 

  この結果、当セグメントの売上高は11百万円、セグメント損失は15百万円となりました。 

2



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,994,975 2,218,921

受取手形及び売掛金 3,000,323 3,334,906

商品及び製品 264,334 265,472

仕掛品 320,631 210,421

原材料及び貯蔵品 926,594 944,709

その他 199,625 185,239

貸倒引当金 △24,083 △24,805

流動資産合計 6,682,401 7,134,864

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,275,159 1,318,556

機械装置及び運搬具（純額） 1,115,059 1,253,113

土地 1,636,793 1,427,058

リース資産（純額） 179,935 221,346

その他（純額） 234,136 204,685

有形固定資産合計 4,441,083 4,424,760

無形固定資産 126,838 141,364

投資その他の資産 1,214,810 1,245,892

固定資産合計 5,782,732 5,812,017

資産合計 12,465,134 12,946,882

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 648,011 828,361

短期借入金 478,000 261,200

未払法人税等 84,960 203,532

賞与引当金 124,135 130,511

その他 687,685 702,367

流動負債合計 2,022,792 2,125,973

固定負債   

長期借入金 360,000 707,000

退職給付引当金 11,957 11,432

閉山費用引当金 60,515 60,515

環境対策引当金 5,395 5,395

負ののれん 137,818 165,382

資産除去債務 23,494 －

その他 503,203 574,522

固定負債合計 1,102,385 1,524,248

負債合計 3,125,178 3,650,221
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,617,800 1,617,800

資本剰余金 2,223,224 2,223,224

利益剰余金 5,932,858 5,868,758

自己株式 △523,955 △523,711

株主資本合計 9,249,927 9,186,070

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 77,792 94,434

為替換算調整勘定 △47,738 △40,124

評価・換算差額等合計 30,054 54,310

少数株主持分 59,974 56,279

純資産合計 9,339,956 9,296,660

負債純資産合計 12,465,134 12,946,882
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（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 4,340,577 4,870,867

売上原価 3,167,539 3,374,197

売上総利益 1,173,038 1,496,669

販売費及び一般管理費 1,188,223 1,270,432

営業利益又は営業損失（△） △15,185 226,236

営業外収益   

受取利息 876 573

受取配当金 40,619 39,091

負ののれん償却額 27,563 27,563

受取補償金 － 32,986

その他 18,840 20,099

営業外収益合計 87,900 120,315

営業外費用   

支払利息 13,243 11,022

為替差損 31,012 21,323

その他 8,183 3,496

営業外費用合計 52,439 35,842

経常利益 20,274 310,709

特別利益   

固定資産売却益 － 1,459

貸倒引当金戻入額 4,590 4,905

その他 738 －

特別利益合計 5,328 6,364

特別損失   

固定資産除却損 1,951 2,644

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 26,583

その他 － 3,020

特別損失合計 1,951 32,248

税金等調整前四半期純利益 23,651 284,825

法人税、住民税及び事業税 16,592 87,153

法人税等調整額 △4,561 4,365

法人税等合計 12,031 91,519

少数株主損益調整前四半期純利益 － 193,306

少数株主利益 6,343 6,740

四半期純利益 5,277 186,566
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 23,651 284,825

減価償却費 366,830 325,080

負ののれん償却額 △27,563 △27,563

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4,590 △726

賞与引当金の増減額（△は減少） 15,672 △6,376

受取利息及び受取配当金 △41,495 △39,665

支払利息 13,243 11,022

為替差損益（△は益） 28,556 13,259

固定資産除却損 1,951 2,644

売上債権の増減額（△は増加） 360,844 334,594

たな卸資産の増減額（△は増加） 211,811 △90,957

仕入債務の増減額（△は減少） △170,065 △180,350

その他 △34,316 9,916

小計 744,531 635,704

利息及び配当金の受取額 41,495 39,665

利息の支払額 △12,780 △10,634

法人税等の支払額 △108,270 △207,639

営業活動によるキャッシュ・フロー 664,976 457,094

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △132,393 △365,865

無形固定資産の取得による支出 △80,009 △1,300

投資有価証券の取得による支出 △5,719 △5,941

定期預金の預入による支出 － △195,600

その他 1,070 607

投資活動によるキャッシュ・フロー △217,051 △568,099

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △110,000 －

長期借入金の返済による支出 △130,200 △130,200

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △99,647 △52,392

自己株式の純増減額（△は増加） △336 △244

配当金の支払額 △122,114 △122,117

少数株主への配当金の支払額 △11,769 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △474,067 △304,954

現金及び現金同等物に係る換算差額 3,925 △3,586

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △22,217 △419,545

現金及び現金同等物の期首残高 1,722,095 2,160,255

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,699,877 1,740,709
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（４）継続企業の前提に関する注記 

   該当事項はありません。 

 

（５）セグメント情報等 

  〔事業の種類別セグメント情報〕 

  前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

                                      （単位：千円） 

 
ベントナ

イト事業 

アグリ 

事業 

化成品 

事業 

環境 

事業 
計 

消去又 

は全社 
連結 

売上高   

 外部顧客に対する売上高 2,988,974 682,291 639,477 29,834 4,340,577 － 4,340,577

 セグメント間の内部売上

高又は振替高 
30,549 － － － 30,549 (△ 30,549) －

計 3,019,524 682,291 639,477 29,834 4,371,127 (△ 30,549) 4,340,577

営業損益（営業損失△） △ 64,498 18,861 42,808 △ 17,190 △ 20,017 (    4,832) △ 15,185

 (注)１．各事業の主な内容 

  (1)ベントナイト事業・・・鋳物用、土木建築用、ペット用トイレ砂等のベントナイト、調泥

剤、分析業務 

  (2)アグリ事業   ・・・農薬加工、農薬基剤及び農薬加工原材料、農薬資材等、飼料等、土

壌改良材 

  (3)化成品事業   ・・・純モンモリロナイト、吸着剤、止水材、環境保全処理剤 

  (4)環境事業    ・・・環境関連プラント・装置の運営等、各種研究・分析業務 

        ２．事業区分の変更及び会計処理方法の変更 

     前第２四半期連結累計期間 

（受託試験手数料にかかる収益の計上方法の変更） 

 「定性的情報・財務諸表等」４．（３）②に記載のとおり、当社は、受託試験手数料につ

いて、従来、営業外収益として処理しておりましたが、営業および運営体制を整備したこと

に伴い、同収入の増加が見込まれ、また、当該収入が主たる営業活動の成果であることから、

実態をより適切に表示するため、当期において売上高に計上する方法に変更いたしました。 

 この変更に伴い、従来の方法に比べ、売上高は、ベントナイト事業が 4,358千円、化成品

事業が 1,601千円多く計上されております。また、営業利益（損失）は、ベントナイト事業

が 4,681千円、化成品事業が 1,278千円多く（少なく）計上されております。 

 

  〔所在地別セグメント情報〕 

  前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地セグメ

ント情報の記載を省略しております。 

 

  〔海外売上高〕 

  前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

 

  〔セグメント情報〕 

１．報告セグメントの概要 

 当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となってい

るものであります。 
 当社グループは、当社において、営業部と生産部を設置して、それぞれ販売と生産を統括管理して

おります。販売においては営業部のもと取り扱う製品・サービスごとに営業部門を置いておりますが、

生産においては、その生産設備や立地条件等によって製品・サービスの取扱いを決定しており、営業

部門とは製品・サービスの分類・集約が一致しておりません。 
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 こうした中、当社は、生産部門における製品・サービスの構成を基本に経営資源の配分の決定を進

めており、「ベントナイト事業」、「アグリ事業」、「化成品事業」及び「環境事業」の４つを報告

セグメントとしております｡ 
 なお、各事業の主な製品およびサービスの内容は以下のとおりであります。 

 (1) ベントナイト事業・・・鋳物用、土木建築用、ペット用トイレ砂等のベントナイト、調泥剤 

 (2) アグリ事業   ・・・農薬加工、農薬基剤及び農薬加工原材料、農業資材等、飼料等、土壌

改良剤 

 (3) 化成品事業   ・・・純モンモリロナイト、吸着剤、止水材、環境保全処理剤 

 (4) 環境事業    ・・・環境関連プラント・装置の運営等、各種研究・分析事業 

 

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

  当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日） 

                                      （単位：千円） 

 
ベントナ

イト事業 

アグリ 

事業 

化成品 

事業 

環境 

事業 
合計 

調整額 

（注）１ 

四半期連結

損益計算書

計上額 

（注）２ 

売上高   

 外部顧客に対する売上高 3,565,287 666,737 627,343 11,499 4,870,867 － 4,870,867

 セグメント間の内部売上

高又は振替高 
31,302 － － － 31,302 (△ 31,302) －

計 3,596,590 666,737 627,343 11,499 4,902,170 (△ 31,302) 4,870,867

セグメント利益（セグメント

損失△） 
391,786 △ 34,052 57,557 △ 15,089 400,203 (△173,966) 226,236

 (注)１．セグメント利益の調整額△ 173,966 千円には、セグメント間取引消去 485 千円、各報告セ

グメントに配分していない全社費用△ 228,122 千円及び棚卸資産の調整額 53,670 千円が含

まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

        ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

（追加情報） 

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第20号 平成20年３月21日）を適用しております。 

 

 

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

   該当事項はありません。 
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